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会員の皆様には、東和新生会の各種事業に対しましてご支援ご協力を賜り誠にありがとうございます。


さて,東和新生会では、「労務管理セミナー」を下記の日程で開催いたします。


改正育児介護休業法、改正均等法が施行され、いわゆる“マタハラ”防止措置として懲戒規定等への明記が義務付けられたり、契約社員やパート社員・派遣社員が育児・介護休暇を取得するための要件が大幅に緩和されるなど、企業実務への影響が懸念されています。本セミナーでは、法改正の背景から内容の詳細、実務上の対応まで、企業がとるべき具体策などをふまえた上で、規定の見直しも含めわかりやすく解説します。また、施行から1年以上が経った「ストレスチェック制度」について、その振り返りと活用法についても解説します。








１ 法改正の概要


　マタハラ防止の措置義務


　育児に関する改正


　介護に関する改正





２ 法改正の背景


　仕事と育児・介護の両立


　女性の継続就業、少子化問題


　パート・派遣等の育休取得実態


　マタハラの社会問題化





３ マタニティハラスメントと最高裁判決


　妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止


　マタハラとして法違反に当たるかの判断基準


　判例等＜H26 年 10 月：広島中央保険生協事件（最高裁）など＞





４ 育児休業と昇給・昇格


　解雇や降格とは別のマタハラ問題


　3 ヵ月の育児休業取得を理由に昇給対象から除くことは適法か


　時短（1 日 6 時間勤務）を理由に昇給幅を抑制することは適法か


降格・降給ケースとの判断基準の違い

















（不利益処分型と権利抑制型）


　事例等＜H26 年 7 月：いわくら病院事件（大阪高裁）など＞





５ 今回の均等法改正への実務対応


　マタハラ防止措置義務とは何か企業は具体的に何を講じればよいのか


　就業規則改正は必要か、その場合の文言案は


　マタハラ防止措置の対象となる「言動」とは


　派遣スタッフに対するマタハラ言動


　


６ 今回の育児介護休業法改正への実務対応


　契約社員やパートの育児休業、介護休業


　派遣スタッフの休業はどう管理するか


　子の看護休暇、介護休暇の「半日」の意味


　介護も時短を認める必要があるか


　労使協定の見直しの必要はあるか


　育児・介護休業規程のモデル例





7 ストレスチェック制度の実施状況


　　施行後1年での状況
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経営労務事務所代表








法政大学経済学部卒業。大手生命保険会社勤務を経て、平成10年小嶋経営労務事務所入所。平成16年より総務省国民年金業務に関する調査研究会委員。平成19年4月社会保険労務士法人兼子・山下経営労務事務所を設立し代表社員就任。企業の社会保険手続き、給与計算、労務相談の対応の他、商工会議所、法人会、銀行系教育機関での講演活動、執筆活動を行っている。





開 催 日　平成２９年５月１１日（木）


開催場所　ニューサンピア 妙義の間


高崎市島野町１３３３　　ＴＥＬ 027-353-1107


開催時間　午後１時３０分～午後４時３０分　　


受付開始　午後１時００分より


募集人員　３０名  


【受講料】 会員　無料　／　非会員　３,０００円





〔お問い合わせ先〕　東和銀行東和新生会事務局　ＴＥＬ　０２７-２３０-８５４７　( 担当 川田・塚越まで )


●本申込書にご記入いただいた個人情報につきましては、本セミナー開催における本人確認、セミナーに関する連絡の目的のみ使用致します。








